
2014/12/15 第１７回社会資本メンテナンス戦略小委員会(第２期第８回)

社会資本のメンテナンス情報に関わる社会資本のメンテナンス情報に関わる
３つのミッションとその推進方策（案）

参考資料

－参考１－



社会インフラの老朽化をめぐる最近の動き（１）

○中央道笹子トンネル天井板落下事故後 社会インフラの老朽化問題を認知している人の割合と○中央道笹子トンネル天井板落下事故後、社会インフラの老朽化問題を認知している人の割合と、
社会インフラの今後について不安に思う人の割合は高まっており、人々の社会インフラの老朽化に
対する関心は高まっていることがうかがえる。

社会インフラの老朽化問題に対する認知度
老朽化が進行するなかで社会インフラの今後について
不安に思う程度

2011年2月
時点調査

2012年1月
時点調査

N=4,000 N=4,000

2014年2月
時点調査

2014年2月
時点調査 時点調査時点調査
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1

国土交通省「国民意識調査（インターネットアンケート）」より
出典：平成25年度国土交通白書



社会インフラの老朽化をめぐる最近の動き（２）

○社会インフラの維持管理・更新について重要だと思っていることとして、社会インフラの実態の把
握（「見える化」）を行うことが重要だということが挙げられている。

今後の社会インフラの維持管理・更新について、あなたが重要だと思うものは何ですか。
当てはまるものを３つまでお答えください。

社会インフラの実態（施設の数、配置、経過年数、老朽化度合い、

維持管理・更新に必要な経費等）の把握（「見える化」）

予防的措置による長寿命化 37.5

44.6

既存の社会インフラの多面的活用
（例：鉄道・道路の盛土部分による津波防護）

省庁連携による社会インフラの一体的整備
（例：特養施設（厚労省所管）と公営住宅（国交省所管）の一体整備）

21.2

25.8

地域ニーズにあわせた、撤退等も含む、
社会インフラの集約・統廃合

PPP/PFIの推進 5.2

38.8

出典：平成25年度国土交通白書

その他

わからない

100 20 30 40 50（%）

24.6

0.2

2
国土交通省「国民意識調査（インターネットアンケートH26.2） 」より

出典：平成25年度国土交通白書

N=3,002
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施設台帳の整理・更新状況について（１）

○地方公共団体等においては、施設台帳の整理・更新が追いついていない状況が見られる。

整理 更新が追いついていない理由（複数回答）法令で定められている施設の台帳の整理状況について
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287 , 
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2 , 
(3%) 17.6%
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都道府県

政令市
全施設整理・

未整理あり

その他 予算不足
人材不足

情報不足

整理・更新が追いついていない理由（複数回答）法令で定められている施設の台帳の整理状況について

道路分野

(29%)

297 , 
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66 , 
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(30%)
21 , 
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16 , 
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19 , 
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その他
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更新が追い付
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約４割で整理・
更新が追い付

いていない

27.0%
23.3%

52.9%

48.1%

2.9%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

・政令市
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市区町村

N=23
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速やかに更新
その他

3 , 
(5%)

4 , 
(6%)5 , 

(8%)

9 , 
(15%)

(32%)(26%)いていない いていない 0% 20% 40% 60% 80% 100%

全施設整理・適宜更新
全施設整理・更新不良

河川分野

28.9%
都道府県(8%)

41 , 
(66%)

N=62

都道府県
・政令市

約７割で整理・
更新が追い付

いていない

N=46

28.9%
39.5%

2.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県

・政令市

( )

全ての施設で整理し、改良工事等の終了後に速やかに更新している
全ての施設で整理しているが、施設数が多く、対応箇所が一定程度蓄積され次第、一括して更新作業を進めている
全ての施設で整理しているが、施設数が多く、更新作業が追い付いていない
台帳整理は行っているが 整備年次の古い施設等が多く 整理できていない施設もある

選択肢凡例(詳細)

委託により整理を進めており、予算の不足から対応できていないため
職員が直接整理しており、他業務の優先順位が高く、人材が不足しているため
台帳整理に必要となる資料・情報（図面等）が不足しているため
その他

選択肢凡例(詳細)

3

台帳整理は行っているが、整備年次の古い施設等が多く、整理できていない施設もある
台帳整理は行っているが、整理ができていない施設が多い
その他

その他

※回答総数から無回答を除き集計

※回答総数から無回答を除き集計

▲国土交通省 社会資本の維持管理に関する地方公共団体に対するアンケート調査（2012.12）



施設台帳の整理・更新状況について（２）

法令で定められている施設の台帳の整理状況について 整理 更新が追いついていない理由（複数回答）

○地方公共団体等においては、施設台帳の整理・更新が追いついていない状況が見られる。

12.5%
43 8%

5 , 
(12%)

6

1 , 
(2%)

全施設整理・速やかに更新

全施設整理・適宜更新

その他
予算不足

人材不足

法令で定められている施設の台帳の整理状況について

砂防分野

整理・更新が追いついていない理由（複数回答）

43.8%
43.8%
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(5%)29 , 

(67%)
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更新が追い付
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N=31

全施設整理・更新不良

未整理あり

情報不足

243 , 

10 , 
(17%) 245 , 

(31%)211

58 , 
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いていない

6.3%
50.0%

25 0%
都道府県

政令市

未整理あり

下水道分野
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,
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更新が追い付

いていない

約２割で整理・
更新が追い付
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27.3%
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25.0%

36.9%
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2.9%
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N=13

N=266
(29%) 0% 20% 40% 60% 80% 100%

全ての施設で整理し、改良工事等の終了後に速やかに更新している
全ての施設で整理しているが、施設数が多く、対応箇所が一定程度蓄積され次第、一括して更新作業を進めている
全ての施設で整理しているが、施設数が多く、更新作業が追い付いていない
台帳整理は行っているが 整備年次の古い施設等が多く 整理できていない施設もある

選択肢凡例(詳細)

委託により整理を進めており、予算の不足から対応できていないため
職員が直接整理しており、他業務の優先順位が高く、人材が不足しているため
台帳整理に必要となる資料・情報（図面等）が不足しているため
その他

選択肢凡例(詳細)

4

台帳整理は行っているが、整備年次の古い施設等が多く、整理できていない施設もある
台帳整理は行っているが、整理ができていない施設が多い
その他

その他

※回答総数から無回答を除き集計

※回答総数から無回答を除き集計

▲国土交通省 社会資本の維持管理に関する地方公共団体に対するアンケート調査（2012.12）



施設台帳の整理・更新状況について（３）

法令で定められている施設の台帳の整理状況について 整理 更新が追いついていない理由（複数回答）

○地方公共団体等においては、施設台帳の整理・更新が追いついていない状況が見られる。

9 , 
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2 , 
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26 , 

5 , 
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政令市

全施設整理・速やかに更新

未整理あり

その他
予算不足

人材不足

情報不足

法令で定められている施設の台帳の整理状況について

港湾分野

整理・更新が追いついていない理由（複数回答）

( )

9 , 
(21%)

6 , 
(14%)
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更新が追い付

いていない

2.7%
37.8%

57.6%

59.5%

・政令市

その他

市区町村

N=22

N=29

全施設整理・適宜更新
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公園分野
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ていない

約６割で整理・
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いていない

9.5%
45.7%

43.9%
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4.5%

1.4%

・政令市

その他

市区町村

N=45

N=452(13%)
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全ての施設で整理し、改良工事等の終了後に速やかに更新している
全ての施設で整理しているが、施設数が多く、対応箇所が一定程度蓄積され次第、一括して更新作業を進めている
全ての施設で整理しているが、施設数が多く、更新作業が追い付いていない
台帳整理は行っているが 整備年次の古い施設等が多く 整理できていない施設もある

選択肢凡例(詳細)

委託により整理を進めており、予算の不足から対応できていないため
職員が直接整理しており、他業務の優先順位が高く、人材が不足しているため
台帳整理に必要となる資料・情報（図面等）が不足しているため
その他

選択肢凡例(詳細)

5

台帳整理は行っているが、整備年次の古い施設等が多く、整理できていない施設もある
台帳整理は行っているが、整理ができていない施設が多い
その他

その他

※回答総数から無回答を除き集計

※回答総数から無回答を除き集計

▲国土交通省 社会資本の維持管理に関する地方公共団体に対するアンケート調査（2012.12）



施設台帳の整理・更新状況について（４）

法令で定められている施設の台帳の整理状況について 整理 更新が追いついていない理由（複数回答）

○地方公共団体等においては、施設台帳の整理・更新が追いついていない状況が見られる。

3 ,
( 8%) 5 , 

1 , 
(3%)

4 , 
(4%)

22.2%
都道府県

予算不足

人材不足

情報不足

全施設整理・速やかに更新

全施設整理・適宜更新

未整理あり

その他

法令で定められている施設の台帳の整理状況について

海岸分野

整理・更新が追いついていない理由（複数回答）

(14%)

5 , 
(14%)22 , 

(61%)

47 , 
(48%)

13 , 
(13%)

3 , 
(3%)

32 , 
(32%)

2.2%

31.1%

42.2%

44.4%

53 3%

2.2%

都道府県

・政令市

その他

市区町村

N=36 N=99

都道府県
・政令市

その他
市区町村

約８割で整理・
更新が追い付

いていない

情報不足

約４割で整理・
更新が追い付

いていない

N=27

全施設整理・更新不良
未整理あり

(13%) 53.3%
2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村いていない いていない

N=34

全ての施設で整理し、改良工事等の終了後に速やかに更新している
全ての施設で整理しているが、施設数が多く、対応箇所が一定程度蓄積され次第、一括して更新作業を進めている
全ての施設で整理しているが、施設数が多く、更新作業が追い付いていない
台帳整理は行っているが 整備年次の古い施設等が多く 整理できていない施設もある

選択肢凡例(詳細)

委託により整理を進めており、予算の不足から対応できていないため
職員が直接整理しており、他業務の優先順位が高く、人材が不足しているため
台帳整理に必要となる資料・情報（図面等）が不足しているため
その他

選択肢凡例(詳細)

6

台帳整理は行っているが、整備年次の古い施設等が多く、整理できていない施設もある
台帳整理は行っているが、整理ができていない施設が多い
その他

その他

※回答総数から無回答を除き集計

※回答総数から無回答を除き集計

▲国土交通省 社会資本の維持管理に関する地方公共団体に対するアンケート調査（2012.12）



地方公共団体のデータベース（電子化）作成状況について（１）

○施設情報のデータベース（電子化）作成状況については、橋梁においては都道府県・政令市で約９割、市町村

データベース作成状況について 作成済 作成中 検討中における登録内容について（複数回答可）

設情報 電 、橋 都 府県 令市 約 、市
では約４割が作成済みとなっている。

○また、登録内容については、維持管理に関するものであることが伺える。

93%

橋梁
6, 

(10%)

2, 
(3%)

点検結果

約９割が作成済み

デ タベ ス作成状況について 作成済、作成中、検討中における登録内容について（複数回答可）

作成済

検討中作成中

93%

80%

65%

15%

都道府県

52,

N=60

約９割が作成済み

すべての都道府県・
政令市で作成済、
作成中 検討中

N=60

都道府県
・政令市

補修履歴
道路台帳の項目

74%

30%
市町村

52, 
(87%)

作成中、検討中

予定なし

道路台帳以外の項目

38%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

333, 
(37%)

170

249, 
(28%)

N=893

約４割が作成済み

作成済、作成中、検
討中をあわせると

N=644
その他

市区町村

141,
(16%)

170, 
(19%)

討中をあわせると
約７割

答 答

点検結果を登録している
補修履歴を登録している
道路台帳で定められている項目は全て網羅している
道路台帳で定められていない項目を登録している

選択肢凡例（詳細）

作成済
作成を検討中

選択肢凡例（詳細）

作成中
予定はない

7

本アンケート調査における「データベース」とは、パソコン上でデータの閲覧・加工が可能な状態とする。
(例)エクセル等で情報を管理されている場合は、データの閲覧・加工が可能なため、データベースであるとする。
(例)紙台帳をスキャンしたPDFを単純に保存している場合は、格好が困難なため、データベースではないとする。ただし、エクセル等で保存したPDFデータを整理・管理している場合には、データベースであるとする。

※回答総数から対象施設無し、無回答を除く

▲国土交通省 社会資本の維持管理に関する地方公共団体に対するアンケート調査（2013.11）



地方公共団体のデータベース（電子化）作成状況について（２）

○水門・樋門・閘門（河川施設）については 都道府県・政令市で約３割が作成済みとなっている

データベース作成状況について 作成済 作成中 検討中における登録内容について（複数回答可）

○水門・樋門・閘門（河川施設）については、都道府県・政令市で約３割が作成済みとなっている。

○また、登録内容については、維持管理に関するものであることがうかがえる。

水門・樋門・閘門
作成済みが

約３割

デ タベ ス作成状況について 作成済、作成中、検討中における登録内容について（複数回答可）

作成済

16,
(31%)

11, 
(21%)

約３割

作成済、作成中、検
討中をあわせると

約８割

予定なし

都道府県
政令市

55%

43%
都道府県・政令市

点検結果

補修履歴

14, 
(27%)

11, 
(21%)

約

N=41N=52

検討中 作成中

・政令市 21%

7%

補修履歴

河川現況台帳の項目

河川現況台帳以外の項目

0% 20% 40% 60% 80% 100%

※回答総数から対象施設無し 無回答を除く

点検結果を登録している
補修履歴を登録している
河川現況台帳で定められている項目は全て網羅している
河川現況台帳で定められていない項目を登録している

選択肢凡例（詳細）

作成済
作成を検討中

選択肢凡例（詳細）

作成中
予定はない

8

本アンケート調査における「データベース」とは、パソコン上でデータの閲覧・加工が可能な状態とする。
(例)エクセル等で情報を管理されている場合は、データの閲覧・加工が可能なため、データベースであるとする。
(例)紙台帳をスキャンしたPDFを単純に保存している場合は、格好が困難なため、データベースではないとする。ただし、エクセル等で保存したPDFデータを整理・管理している場合には、データベースであるとする。

※回答総数から対象施設無し、無回答を除く

▲国土交通省 社会資本の維持管理に関する地方公共団体に対するアンケート調査（2013.11）



○データ入力の省力化・標準化や 点検実施者による点検結果の入力等を推進する。

データ入力様式の標準化

○デ タ入力の省力化 標準化や、点検実施者による点検結果の入力等を推進する。

○標準化にあたっては、施設特性に応じたデータ入力項目の設定を検討。

データ入力様式の標準化・自動化の例（「河川水辺の国勢調査」における流れ）

システム画面

調査～データ入力・チェック等の流れ 調査～データ入力について

調査～データ入力

・調査
データ入力（標準化）

チェックへ

入力・チェッ
クシステム

を配布、手

調査
・データ入力（標準化）
〔入力データのメニュー化（標準化）〕

チェックへ 作業に対し
て省力化を
図っている

データチェック

・データチェック
〔システムによるチ ク（自動化）〕

仮登録 真正化データ返却

データチェックについて

システムによるチェック（自動化） チェック後（照査結果）

〔システムによるチェック（自動化）〕

本省（登録前）
・学識経験者による

スクリーニング（→真正化）
・データベース格納デ タベ ス格納

登録

情報公開 9



社会資本情報の集約化・電子化

○ 多くの分野でH25年度中に既存データベースの改善等と新規データベースの構築を概ね完了。

分野 内容
進捗段階と今後の予定

①局内・庁内検討 ②システム設計 ③システム構築 ④運用 ⑤データ拡充・更新

■既存データベースの改善等・新規データベースの構築の状況（H26年3月末時点）

○ H26年度から実際にデータベースの運用を開始。
：既に行われている取組
：今後行われる予定の取組

①局内 庁内検討 ②システム設計 ③システム構築 ④運用 ⑤デ タ拡充 更新

既存データベースの改善等

道路
(橋梁)

国保有のシステムで直轄データを一元管理
（一部地方自治体データも収録）
→情報の蓄積、地方自治体管理データの収録

国保有のシステムで直轄デ タを 元管理
河川

国保有のシステムで直轄データを一元管理
→H25年度末までに全部運用

ダム
直轄データを施設毎に管理
→データの集約・データベース化を促進

港湾
国保有のシステムで直轄データを一元管理

情報 蓄積 港湾管理者所有施設デ タ 収録

情報の蓄積・更新

情報の蓄積・更新

港湾
→情報の蓄積、港湾管理者所有施設データの収録

空港
国保有のシステム（空港施設CALS）で直轄データを一元管理
→情報の蓄積、地方自治体管理空港への普及促進

航路標識
国保有のシステムで直轄データを一元管理
→維持管理履歴など管理情報を充実 情報の蓄積・更新

UR住宅
UR保有のシステムで事業者データを一元管理
→点検情報などの管理情報を充実

官庁施設
国保有のシステム（保全業務支援システム）で各省各庁の
データを一元管理→システムの改良

新規データベースの構築

※H26年度中
情報の蓄積・更新

新規デ タ スの構築

道路
(トンネル等) システム構築、他の構造物も着手

砂防 台帳等の電子化に着手・推進

海岸 台帳等の電子化に着手・推進

システム構築し 地方公共団体が保有する下水道施設情

※H26年度中

※H27年度中

情報の蓄積・更新

情報の蓄積・更新

10

下水道
システム構築し、地方公共団体が保有する下水道施設情
報を収集してシステムで一元管理。未電子化地方自治体
の電子化を促進

鉄道 システム構築（中小鉄道事業者等）

自動車道 システム構築

※H27年度中 ※H28年度中

情報の蓄積・更新

情報の蓄積・更新 10



○デ タベ スの整備については 現場とデ タベ スを連結し 現場で更新したものを事務所等で

社会資本情報の集約化・電子化

河川維持管理データベースの構築
様々な現場情報の他 河川管理施設 許可工作物などの河川施設の施設規模 設置 更新年 図面 写真等の河川維持管理

○データベースの整備については、現場とデータベースを連結し、現場で更新したものを事務所等で
も確認可能となるように取り組んでいる。

様々な現場情報の他、河川管理施設・許可工作物などの河川施設の施設規模、設置・更新年、図面・写真等の河川維持管理
に関する情報をＩＣＴ技術も活用して全国的にデータベース化。また、事務所～本省間でのデータ共有化も併せて推進

左 左 km + m

右 右 km + m

現　　況　　写　　真

名称
河川名

所在地

都道府県 市区町村 地先名

位置 管理者 操作者
種別

整理番号  調整年月日

支川名

＜02堰＞

左 左 km + m

右 右 km + m

図　　　　面

名称
河川名

所在地

都道府県

支川名

市区町村 地先名

位置 管理者 操作者
種別

整理番号  調整年月日

＜02堰＞

左 左 km + m
右 右 km + m

年 月 日

AP + m ～ AP + m

m m m
門 ㎡ AP + m m AP + m

m m m m m m ㎡ m

 調整年月日

右岸高水 左岸

完成年月日 使用目的

運用水位

名称堰の形式構造

扉門数

本体全長

扉総面積 構造形式3（動力・巻上等）

所在地

右岸からの各構造体諸元等

支川名

右岸魚道

扉面積

構造形式2

落差高

護岸延長 低水 左岸

位置

都道府県

床版標高

市区町村 地先名
管理者 操作者  整理番号

種別

河管

構造形式1

扉高・天端高

敷高

可動部延長固定部延長

右岸

名称

概

要

構

造

及 径間長幅（扉等純径間）

構　造　諸　元　等
施設
種別

コード

施設
種別

名称

河川名

＜02堰＞台帳入力欄現場での状態監視項目
 作成年度：　平成23年度  阿武隈川水系阿武隈川　　東北地整仙台河川国道事務所　岩沼出張所  調査対象区間： 0.0k　～　1.0k 

スケール：S＝1/10,000  測量年月：平成17年 年 度

H23

出張所長氏名

及川　輝浩

様式－1

工事履歴

基本カルテ

平面図

河川カルテ
様式－2

阿武隈川水系阿武隈川　　東北地整仙台河川国道事務所　岩沼出張所 ⑪
 調査対象区間　　0.0k　～　1.0k 対応状況： 処置済み No.1

調査年月日 調査場所 状況 内容 措置方策 記入者 措置年月日 実施した措置、工事名及び工期 措置後の状況 記入者

H23.3.13 ⑪ 法崩れ 緊急維持工事で H23.5.9
左岸 対応予定
0.5k 川裏小段は整地
川裏法面

工事名
平成22年度
阿武隈川下流岩沼地区
維持工事

工期
H22.4.1～H23.6.20

経時カルテ

川裏法崩れL=30m、幅5m 堤体復旧後、川裏法面には張芝
を施工 施設台帳

点検・巡視

有 有 m m
台 ㎥/s m m m m

AP + m
AP + m AP + m
AP + m AP + m

AP + m m AP + m
AP + m AP + m m m ㎡ m
AP + m AP + m m
AP + m AP + m m m m m

開 閉

m AP + m

m m ㎡ m

m

m m m m

年 月 日

年 月 日 m AP + m
年 月 日 m m ㎡ m

m

m m m m

護床工延長

大規模河川・地形(氾濫規模) 社会影響度

想定津波設定年月

堤内地盤高 左岸

手動開閉装置

2013年7月

更新年次１(全面改築) 

少ない

更新年次３(全面改築)

遠隔操作
可搬式開閉装置

自動発電（バッテリ-含む）

基

準

不

適

合

箇

所

更新年次２(全面改築)

自重降下

背後地

右岸

下流 2013年3月

護床工延長 上流 水叩・床版延長 上流 下流

上流

RC

左岸

左岸

計画河床高

現況堤防高

津波対策施設

人口・土地利用

左岸

現況最深河床高

有浸水(耐水)対策

計画高水敷高

㎥/s 計画高水位

その他付属施設

ポンプ

計画高水流量

設置台数 動力

計画堤防高 右岸

能力

管理棟・構造

扉高・天端高

形式

敷高

魚道延長

魚道延長

名称

径間長

構造形式1

水叩・床版延長上流

水叩・床版延長 上流

上流

下流

扉面積

上流下流

扉高・天端高

構造形式3（動力・巻上等） 落差高

構造形式2

敷高

上流 水叩・床版延長

径間長

魚道延長

備考

下流

名称

完成年月日

構造形式1

改築年月日

構造形式2

扉面積

構造形式3（動力・巻上等） 落差高

扉面積

～

護床工延長

幅員

下流

有

有

電力(ケーブル)二重化

④

レベルA

調査年月

調査年月

調査年月

2013年3月

管理橋・構造

30分未満

扉高・天端高

構造形式2

護床工延長2013年3月右岸

手動装置開閉時間

当
該
箇
所
の
河
川
諸
元

機
能

津波

操作体制

び

諸

元

②

③

右岸

30分未満

更
新
年
次

そ
の
他

 

特
記

対象外

有

有

～
①

最大揚水量

備考

魚道延長

下流

上流

魚道勾配

下流

魚道勾配 ～

幅（扉等純径間）

魚道勾配

完成年月日 改築年月日

敷高

径間長

構造形式1

下流

幅（扉等純径間）

完成年月日 改築年月日

備考

魚道勾配 ～

名称

幅（扉等純径間）

構造形式3（動力・巻上等） 落差高

完成年月日 改築年月日

備考

1

6

1.河道の変動状況 3.洗掘の状況 4.堤防の異常・変状(亀裂・漏水等) 6.不法行為
24 ⑨

⑯

⑱

⑳
21

施設管理者名

亘理町

国土交通省

【H23.3.13】左岸0.0k　河口部堤防の洗掘、川表護岸の

流出L=35m

【H23.3.13】左岸0.5k　川裏法崩れL=30m、幅5m　川裏

小段の流出L=600m

【H23.3.13】左岸0.6k-30m　川裏法崩れL=20m　幅2m

【H23.3.13】右岸0.0k～1.5k　特殊堤の損傷

［川裏の洗掘（延長270m）、特殊堤パラペットの流出

（流出延長510m）、堤防背面の洗掘（L=1978m）特殊堤

法尻沈下による段差発生（段差約30cm程度）被覆ブロッ

⑩

⑪

⑫

⑬

【H23.3.13】　左岸0.0k　津波により導流堤（波消ブ

ロック）流出　L=70m　幅10m　N=700個

【H23.4.6】　左岸0.5k　新浜水門川表水路の護岸、連

節ブロックの流出L=80m

【H23.4.6】　左岸0.5k～0.6k　護岸（自然石風の連節

ブロック）の流出　L=85m

【H23.4.13】　右岸0.3k　根固め工の流出　L=90m

【H23.4.13】　右岸0.6k～0.8k　根固め工の流出

L=200m

被災履歴

平成23年3月11日発生東北地方太平洋沖地震（東日本大

震災）により荒浜特殊堤、新浜水門操作室、荒浜排水樋

管に被害が発生した

1
6

【H23.3.13】河道中央部河口付近の州が津波により消滅・移

動

砂州の消滅・移動

0K

0K

1K

1K

1 荒浜排水機場

6 新浜水門 ⑨⑩

⑪
⑫

⑬

⑭

⑮

⑯⑰

⑱

⑲

⑳

21

22

23

25

24

川裏小段の流出L=600m

裏小段

河川維持管理DB

25

2.水衝部の発生位置 5.施設本体及び周辺の異常・変状 7.その他

1

6

⑮

22

23

【H23.4.8】右岸0.0kから1.0k　H23.4.7に発生した東日

本大震災の余震により、液状化の跡が見られた

【H23.3.13】右岸0.0k～1.0k付近　津波浸水状況

【H23.3.13】右岸0.0k～1.0k付近　津波浸水状況

法尻沈下による段差発生（段差約30cm程度）被覆ブロッ

ク沈下により法面の歪みと法肩の開口発生]

【H23.9.2】左岸0.3k　堤外側坂路法面の連節ブロック

の沈下　L=2m

【H23.4.6】左岸0.5k　川表堤防護岸の流出L＝50m

【H23.3.13】左岸0.3k　堤内側坂路法面の洗掘　L=20m

幅2m

⑭

⑰

⑲

【H23.3.13】津波により新浜水門操作室が被災

【H23.3.13】津波により荒浜排水樋管が被災

L 200m

【H23.11.24】右岸河口付近の特殊堤法尻の浸食

データ入力

出力例300 12,000 年 累

●２０年後に設置後４０年経過する施設数： ７,９７０箇所（全体の約７８%） ※1990年度以前に設置された施設数

アウトプットイメージ
統計データ

出力例

150

200

250

6,000 

8,000 

10,000 

年
別
設
置
数
（
箇
所
）

計
施
設
数
（
箇
所
）

年別設置数

累計

１０年後に設置後４０年経過する施設

全体の約６割に増加

２０年後に設置後４０年経過する施設

全体の約８割に増加

0

50

100

0 

2,000 

4,000 

大
正

以
前

昭
和

元
年 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９
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１

４
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１
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１

８
１

９
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０
２

１
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２
２

３
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４
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５
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２
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３

７
３

８
３

９
４

０
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４
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４
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７
４

８
４

９
５
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５
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５

２
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５

５
５

６
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７
６

８
６

９
６

０
６

１
６

２
６
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平

成
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年 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９
１

０
１

１
１

２
１

３
１

４
１

５
１

６
１

７
１

８
１

９
２

０
２

１
２

２

現在、設置後４０年経過した施設

全体の約４割
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○河川管理施設について 国土交通省の施設を対象に 施設の諸元 点検及び修繕の履歴等を内容とす

データベースの構築・整備状況について（河川維持管理データベース）

○河川管理施設について、国土交通省の施設を対象に、施設の諸元、点検及び修繕の履歴等を内容とす
る共通のデータベースを整備。点検の結果を蓄積予定。

《地方整備局等》 河川維持管理DB
システムサーバ

《国土交通省水管理・国土保全局》

防災LAN 防災LAN

職員：データの登録、検索・閲覧・出力

《事務所等》

職員：データの検索・閲覧・出力

《事務所等》

《出張所等》

職員：データの登録・更新
・検索・閲覧・出力

職員：データの登録・更新

12



データベースの構築・整備状況について（全国道路橋データベース）

橋 省 び 方 体 施 を 象 施 諸 施 条 検 診 び○橋梁について、国土交通省及び地方公共団体の施設を対象に、施設の諸元、施工条件、点検・診断及び
修繕の履歴等を内容とする共通のデータベースである「全国道路橋データベース」を整備。定期点検の結
果を蓄積予定。

《国土交通省 道路局》
全国道路橋DB
シ ムサ バ

《各地方自治体 等》《国土交通省 道路局》 システムサーバ

インターネット回線

●●橋

▲▲橋

◆◆橋

■■橋

国道○○号

国道△△号

国道◇◇号

国道□□号

システム管理：データの登録
検索・閲覧

職員：データの検索・閲覧・出力

《地方整備局等》

専用端末：データの
登録・更新

職員：データの 検索・閲覧・出力

橋梁担当者：データ作成
（EXCELファイル）

橋梁データ
送付
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データベースの構築・整備状況について(港湾施設の維持管理データベース)

○国有港湾施設を対象に、施設の諸元、点検・診断及び修繕・更新の履歴等を内容とするデータベース
を構築しており、平成25年度までに情報の蓄積を完了。

○平成26年度から港湾管理者がデータベースの情報の蓄積を完了できるよう、システムの充実や強化
等の技術的支援を実施等の技術的支援を実施。

【港湾施設の情報管理データベースイメージ（将来）】

（将来）（将来）

港湾管理者国土技術政策総合研究所

維持管理情報データベース （仮称） ・維持管理データベースに直
接ログインし、維持管理情
報を登録、更新、閲覧する。

関係者間の情報共有化

・港湾台帳データ

接 続

その他の施設管理者
（民間事業者等）

港湾台帳デ タ
・維持管理に関する情報を蓄積

インターネット

〈登録・更新・閲覧〉
ネ クを通じた情報

Ｗ
Ａ
Ｎ

・維持管理データベースに直
接ログインし、維持管理情

整備局等、事務所
ネットワークを通じた情報

共有が可能となる。

接 、維 管 情
報を登録、更新、閲覧する。

14



データベースの構築・整備状況について（ダム維持管理データベース）

【工程】 デ タベ 画面【工程】
H26.3 データベース構築
H26.4～ 試行運用中

（データ格納、システム改良を順次実施）
H27 3 本格運用

データベース画面

H27.3 本格運用

【共有化の対象ダム】
国及び水資源機構が管理する河川管理施設のダム
（道府県管理ダムについては データベース化を検討中）（道府県管理ダムについては、デ タベ ス化を検討中）

【国・水資源機構】 【データベースサーバ】

【ダム管理所・管理支所】
データベース化する主な内容

①基本情報
デ タ登録基本諸元、基本図面等

②観測結果
観測値、地震・洪水履歴等

③点検結果
日常・臨時・総合点検、計測値等

データ登録
（インターネット回線）

日常 臨時 総合点検、計測値等
④検査結果

定期検査
⑤補修・更新履歴

データ閲覧
（インターネット回線）

15



○地方公共団体が 全国的な統計を基にした各種ベンチマークを活用し 事業管理の自己診断を行い 事業管理

データベースの構築・整備状況について（下水道全国データベース）

○地方公共団体が、全国的な統計を基にした各種ベンチマ クを活用し、事業管理の自己診断を行い、事業管理
計画（仮称）の策定等につなげる。

○国、地方公共団体、関係機関が、災害対応の支援ツールとしても活用。

平常時 災害時を通じた下水道全国デ タベ スの活用方策（想定）平常時・災害時を通じた下水道全国データベースの活用方策（想定）

下水道全国データベースの活用イメージ

① 全国的な統計機能と各種分析データ（ベンチマーク）を活用した事業管理の自己診断支援ツール

施設情報、経営情報等に関する全国的な統計機能。 国

各地方公共団体の
施設情報・維持管理情報等

【下水道統計】

（国で集計・公表している統計や（公社）日本下水道協会

で発行している下水道統計に関する発展的機能）

地方公共団体は、施設管理・経営管理の現状等に
関する全国的な比較等を通じた自己診断を行い

各種ベンチマークによる
全国比較など

【各種調書】

アウトプット
データベース管理者による
全国的な検討・分析

インプット

下水道全国データベース 情報の追加

関する全国的な比較等を通じた自己診断を行い、
事業管理計画（仮称）の策定や事業管理の改善に
つなげる。

② 災害対応の支援ツ ル
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0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%
最初沈殿地設備　汚泥かき寄せ機

事業管理の展開

自らの事業管理の強み・

事業管理計画の策定

② 災害対応の支援ツール

災害時における国、各都市、関係機関間の情報連絡
支援ツール。

支援可能な人員･物資等の情報の平素からの蓄積。 自らの事業管理の強み
弱みを把握（自己分析）

支援可能な人員 物資等の情報の平素からの蓄積。
早期復旧のための施設情報のバックアップ機能につ
いても検討。

※平成２６年１１月より、「持続可能な下水道事業運営のためのデータベース構築に向けた検討会」を開催。
（委員の構成：国、地方公共団体、関係団体）
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社会資本情報プラットフォームの構築

○社会資本とその維持管理に係る情報を統 的に扱う基盤プラットフォ ムを構築○社会資本とその維持管理に係る情報を統一的に扱う基盤プラットフォームを構築

→ 各分野のデータベースから必要な基本情報や維持管理情報を収集・集計整理し、横並びで閲覧・検索を実施できる
社会資本情報プラットフォームを構築する。

・社会資本全体の維持管理に係る状況の把握
→全国にある同種構造物のデータを統一的に分析することで、社会資本全体の現状、劣化等を早期に把握し、管理

活用イメージ（例）

→全国にある同種構造物のデ タを統 的に分析することで、社会資本全体の現状、劣化等を早期に把握し、管理
や長寿命化計画に反映 など

社会資本全体の現状把握

社会資本情報プラットフォームのイメージ

社会資本全体の現状把握
・同種構造物のデータの統一的分析
・長寿命化計画への反映

劣化具合等の傾向把握

・コンクリート等、多分野で利用されて
いる材料の、施工年、地域性、環境
毎の劣化具合等の傾向を把握

社会資本情報

異なるデータベースの情報の
統一的な取扱い

地理空間情報（GIS）との連携

ボーリング情報DB

ハザード
マップ等

プラットフォーム

ストック量の把握（イメージ）

設計図面
DB

個別DBから必要な情報を収集モニタリング
情報DB

17

基本情報DB
（施設台帳）

維持管理情報DB
（点検結果、修繕・更新履歴等）

維持管理情報の分野横断的把握（イメージ）



健全性等の集計情報の公表

○点検実施率 健全性の評価別施設割合の図表化や 健全性の低い施設については地図上に表○点検実施率、健全性の評価別施設割合の図表化や、健全性の低い施設については地図上に表
示などを行い、住民に向けての健全性・安全性を公表する。

[健全性の低い施設を地図上に表示している例][点検実施率の例] [ ]

プロットを選択すると、
・道路名称、
・所在地情報 等

フロリダ州の場合

が表示される。

：幹線道路のSD橋梁
※SD：StructualDificient

（構造的欠陥）
▲国家機関の建築物等の保全の現況（平成26 年3 月）

（構造的欠陥）

[欠陥橋梁の個別リストを示した例][施設毎の点検結果集計のイメージ]

○○施設 ▲▲施設

健全性
安全性

○%

○%

○%
○%

○%

○% 高い

□□施設

○%
○%

○%

18▲連邦交通省統計局HP http://gis.rita.dot.gov/DBridges/

フロリダ州の場合

○%
○%

低い

○%



点検結果の公表

○基本情報（施設名 管理者名 所在地 建設年度等） 点検実施年度 健全性の評価等を施設○基本情報（施設名、管理者名、所在地、建設年度等）、点検実施年度、健全性の評価等を施設
ごとにとりまとめて公表。

○内容は簡単なものとし、わかりやすくまとめるよう務める。

とりまとめのイメージ例（参考：道路橋定期点検要領 平成26年6月国土交通省道路局、点検表記録様式）

基本情報
・施設名、
・管理者名・管理者名、
・所在地、
・建設年度

等

点検実施結果
等

健全性の評価
等
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維持管理情報ポータルサイトの開設

○国土交通省HPにメンテナンスのポータルサイトを開設し 維持管理・更新の状況や制度概要 事○国土交通省HPにメンテナンスのポータルサイトを開設し、維持管理・更新の状況や制度概要、事
例などを紹介する。

ポータルサイトに掲載する内容のイメージポ タルサイトに掲載する内容のイ ジ

○社会資本の現況について ○維持管理の状況について
・点検実施率
・健全度評価

・施設数状況
・個別施設情報

アメリカ ミネアポリス

健全度評価
・維持管理予算
・ ・・・ 等

・ ・・・ 等
高速道路

会社

15%

国

13%政令市

3%

市区町村

23%

トンネル：
約10,300本 100 

150 

200 

250 

300 

350 

建 数
（本）

注）この他、古いトンネルなど記録が確認できない建設年度不明トンネルが約250本ある

○制度や技術基準について ○事例紹介

高速道路橋の崩落（2007年）

安全性に関わる点検の実施率（庁舎等）

都道府県

46%

0 

50 

高速道路会社 国 都道府県 政令市 市区町村

（年度）

※2011～2012年度はデータ未集計

管理者別毎の施設数（トンネル） 建設年度別施設数（トンネル）

○制度や技術基準について ○事例紹介
・重大損傷事例
・集約化・統廃合事例
・支援事例

・支援制度（予算・技術）紹介
・技術基準の説明
・ ・・・ 等 支援事例

・ ・・・ 等
等

20など、維持管理に関する情報を閲覧できるサイトを開設

下水管きょに起因した道路陥没



住民等との協働による点検等の実施

○維持管理において住民等との連携による共同点検 美化活動等の実施を検討○維持管理において住民等との連携による共同点検・美化活動等の実施を検討。

共同点検での通信簿のイメージ例（参考：川の通信簿）

○河川 は 良好な河川空間 保全 整備を図る とを目的とし 河川空間 親しみやすさや安全性を○河川では、良好な河川空間の保全、整備を図ることを目的として、河川空間の親しみやすさや安全性を
市民と共同で調査し評価を行う、「川の通信簿」を実施している。

○主要な利用スポット（全国108水系236河川665箇所）で川の利用しやすさ、親しみやすさ等、１５の点検項
目で箇所ごとに重要度 状態 整備の必要性を点検し ５段階の総合評価を実施目で箇所ごとに重要度、状態、整備の必要性を点検し、５段階の総合評価を実施。

〔川の通信簿（例：瀬田川 唐橋公園）〕〔共同点検の様子〕

番匠川 馬淵川番匠川 馬淵川

〔５段階評価の分布（割合）〕

21（URL： http://www.kkr.mlit.go.jp/river/tsushinbo/map2009.html）



施設情報の階層化 、進捗状況・管理指標の共有

○国が共有化すべき情報や、施設管理者が取得すべき情報を整理する。○国が共有化すべき情報や、施設管理者が取得すべき情報を整理する。

○進捗状況や管理指標を用いて地方公共団体別の進捗状況のとりまとめや、全国的な傾向・ベン
チマークの分析を検討する。

施設情報の階層化（レベル分け）のイメ ジ 全国的な傾向 ベンチマ ク分析の例 イメ ジ施設情報の階層化（レベル分け）のイメージ

施設情報
情報の階層分け

（レベル化）

諸元 ・名称・管理者

全国的な傾向・ベンチマーク分析の例・イメージ

・National High Way上の欠陥橋梁数の割合の例

諸元 名称 管理者

・所在地・位置

・建設年度等

・規模（延長、高さ等）

合 計

機能的欠陥
橋梁の割合

・建設費用

・施工条件等

・その他

設置 ・利用状況・気象条件

構造的欠陥
橋梁の割合

設置
環境

・利用状況・気象条件

・その他

維持
管理

・点検実施状況

・点検実施結果（健全度等）

・管理者別の点検実施率のイメージ
実施率(％)

・健全性の低い施設割合の
表示イメージ

Ｃ県Ｄ県

・修繕等実施状況

・その他

･･･ Ａ県 Ｂ県
Ｅ県

Ｓ県

22

：国が共有化すべき情報

：施設管理者が取得すべき情報
A県 B県 C県 D県 S県 Q県 割合

高い 低い

Ｑ県Ｆ県



最新の技術関連情報の共有

○国等は随時、維持管理に関する技術的な情報をとりまとめ、共有を行う○国等は随時、維持管理に関する技術的な情報をとりまとめ、共有を行う

・法令・技術基準等の概要
・施設の劣化、崩落事例

共有のイメ ジ

・技術開発・研修等の実施状況
・施設の廃止・転用等の取組事例 等

共有のイメージ

技術開発・研修等の実施状況

○社会資本の維持管理に係る研修の充実・強化
確実な維持管理が行えるよう 従来の取組に加え 実務的な

法令・技術基準等の概要

道路法
H25 9 2施行 確実な維持管理が行えるよう、従来の取組に加え、実務的な

点検の適切な実施・評価資する研修体制を充実・強化。

健全性の診断結果を、４段階に区分
政令

省令・告示

H25.9.2施行

・トンネル、橋その他道路を構成する施設若しくは工作物又は

道路の附属物のうち、損傷、腐食その他の劣化その他の異

状が生じた場合に道路の構造又は交通に大きな支障を及ぼ

すおそれのあるものについて定期点検を規定

・維持、点検、措置を講ずることを規定

（トンネル、橋などの構造物）

平成26年度河川管理実務者研修の様子（近畿地方整備局）

すおそれのあるものについて定期点検を規定

・５年に１回、近接目視を基本として実施

・健全性の診断結果を、４段階に区分

定期点検要領

構造物に共通の規定

（トンネル、橋などの構造物）

各構造物毎に策定

・構造物の特性に応じ省令・告示に沿った具体的な点検方法

・主な変状の着目箇所、判定事例写真等

H26.3.31告示

H26.7.1 施行

H26.6.25策定

○保全実地指導及び保全業務の支援活動

施設の劣化・崩落事例

香川・徳島県境

平成 6年度河川管理実務者研修の様子（近畿地方整備局）各構 物毎 策定

不具合事項 自転車置き場の柱が錆びにより腐食しているまま放置されていた

自転車置き場全景 柱の接地部

香川 徳島県境
無名橋（鋼２径間単純トラス橋）

の落橋（２００７年）

23

不具合事項 自転車置き場の柱が錆びにより腐食しているまま放置されていた。

指導・助言内容 突風や積雪により倒壊する可能性があり、人身又は物損事故が発生しかねない
状態であることを説明した。腐食部分を補修するように指導した。

処置の効果等 腐食部分の補修により、不測の事故等を回避できた。

名古屋市
下水管きょに起因した

道路陥没（2009年）

社会資本の老朽化による被害の事例
（ ※国家機関の建築物等の保全の現況：平成26 年3 月）



メンテナンスに関する会議の設置・活用

○地域 施設管理者が相互 国 地方公共団体等 デ タを共有 点検等 進捗管理などを行○地域の施設管理者が相互で国・地方公共団体等のデータを共有、点検等の進捗管理などを行
い、メンテナンスの着実な実施を促進するメンテナンスに関する会議の設置・活用を検討。

道路分 例

平成26年10月14日(火) 建設通信新聞 第５面関係機関の連携による検討体制を整え、課題の状況を継続的
に把握・共有し、効果的な老朽化対策の推進を図ることを目的に、
全都道府県で「道路メンテナンス会議」を設置済（H26 7）

（道路分野の例）

全都道府県で「道路メンテナンス会議」を設置済（H26.7）。

・地方整備局（直轄事務所）
・地方公共団体（都道府県 市町村）

体制

地方公共団体（都道府県、市町村）
・高速道路会社（NEXCO ・首都高速・阪神高速・本四高速・指定都市高
速等）
・道路公社

１．研修・基準類の説明会等の調整

２．点検・修繕において、優先順位等の考え
方に該当する路線の選定・確認

役割

方に該当する路線の選定・確認

３．点検・措置状況の集約・評価・公表

４．点検業務の発注支援（地域一括発注等）

５ 技術的な相談対応 等

24

会議状況
５．技術的な相談対応 等



○インフラに関する研究 技術開発等に有用なデ タの公開や 般に公開可能な情報について

技術開発と連携したデータの公開、相談窓口の設置

○インフラに関する研究・技術開発等に有用なデータの公開や一般に公開可能な情報について
データカタログを作成。その際、目的の明確化や結果のフィードバック等も検討。

○研究・技術開発に資するデータ提供に関する相談窓口を設置

①河川堤防で実施した土質試験結果を各個別のリスト

○情報公開の例（参考：国総研HPで、河川堤防の詳細点検に関する情報公開）

湿潤密 土粒子 細粒分
作成
年月日

地整名 水系名 河川名
左岸／
右岸

距離標
ボーリン
グNo.

調査位
置

試料No. 採取深
度(上)

採取深
度(下) N値

湿潤密
度
(g/cm3)

土粒子
密度
(g/cm3)

間隙比
間隙比
関数

礫分
G(%)

砂分
S(%)

シルト分
M(%)

粘土分
C(%)

細粒分
含有率
(%)

2009/3/31○○地方
整備局

○○川 ○○川 右岸 0.7No11 天端 B.No6 5.9 6.8 1 1.622 2.622 1.581 1.5311 0 18.7 52.2 29.1 81.3

2009/3/31△△地方
整備局

△△川 △△川 右岸 0.7No11 天端 B.No9 11 12 23 2.04 2.645 0.521 0.093 0.8 68.1 22.4 8.7 31.1

②河川堤防で実施した浸透に対する詳細点検結果（下の例は堤防の安定計算結果図）

整備局

・・・・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

裏のり面に対する安定計算結果（最小安全率2 081） 設定土質定数

http://www.nilim.go.jp/lab/fbg/download/geo_download/geo_download.html

・裏のり面に対する安定計算結果（最小安全率2.081） ・設定土質定数

25
※各ページには、データ使用時の注意事項有り

・データの精度を公的に保障するものではない。
・データは利用者の責任において利用し、国土技術政策総合研究所はデータの利用によるいかなる損害・不利益に対して一切の責任を負わない。
・・・

http://www.nilim.go.jp/lab/fbg/download/detailed_inspection_of_seepage/detailed_inspection_download.html



各分野における点検サイクルについて

○各分野での点検サイクル（点検間隔）は概ね５年以内となっている。

施設分野 現⾏マニュアル等※
点検⽅法 健全性評価 点検サイクル

○各分野での点検サイクル（点検間隔）は概ね 年以内 な て る。
○点検が一巡し、全国レベルで施設の健全性が明らかになる最初の５年間を「インフラ点検見える化五箇年」
と位置づける。

施設分野 現⾏マニュアル等
策定・改定時期 点検⽅法 健全性評価 点検サイクル

堤防、可動堰、水
門、樋門等

H25年5月 目視点検 （検討中）
毎年

［政令：H25年12月～施行］

河川
分野

門、樋門等 ［政令：H25年 2月 施行］

ダム

【定期検査】H14年 2月
計測記録確認、

目視点検等
3段階 概ね3年

30年
【総合点検】H25年10月

現地調査、
劣化・損傷調査等

5段階
30年

※管理開始後30年以上経過した施設
は、H28年度までに一巡

処理場・ポンプ場
（機器ごと）

目視 5段階 ―
下水道
分野

（機器ごと）
H25年9月

目視 5段階

管路（スパンごと） 目視、TVカメラ 3段階 （検討中）

道路
分野

橋梁、トンネル等 H26年6月 近接目視 4段階
5年

［省令：H26年7月～施行］

港湾 陸上 海上から目視 5年以内（重要な施設は3年以内）港湾
分野

港湾施設 H26年7月
陸上、海上から目視

及び計測等
4段階

5年以内（重要な施設は3年以内）
［告示：H26年3月～施行］

※マニュアル等は都道府県等へは技術的助言として通知している。
※日常点検等については本表の対象外。 26



米国における取組事例について（橋梁の公開状況）

○連邦道路庁（ＦＨＷＡ）では、ホームページにて点検結果等を、橋梁ごとにコード化したデータ形
式で公表している。

橋梁台帳（NBI）のリスト

１橋梁分のデータ

項目数約140、全432桁

で構成され、列番号ごと
に、左記のような意味をに、左記のような意味を
持つ。

27出典：連邦道路庁（ＦＨＷＡ）ＨＰ



連邦道路庁 個 他 欠陥等橋梁数 集計なども 表 る

米国における取組事例について（橋梁の公開状況）

○連邦道路庁（FHWA）では個別のリストの他、州・郡別の欠陥等橋梁数の集計なども公表している。

連邦道路庁ホームページでの公表例（アラバマ州の橋梁について）

（郡） （数） （構造的欠陥）（機能的陳腐） （合計）

（連邦の橋梁含む）

（面積） （構造的欠陥面積）（機能的陳腐面積） （合計面積）

▲連邦道路庁（FHWAホームページ）http://www.fhwa.dot.gov/bridge/nbi/no10/county13.cfm 28



米国における取組事例について（情報公開について）

○米国では 重要インフラ情報法（※１） 大統領政策指令（※２）により ダム情報等 公表されていな○米国では、重要インフラ情報法（※１）、大統領政策指令（※２）により、ダム情報等、公表されていな
いものもある。

重要インフラ情報法重要イ ラ情報法

・情報公開請求に基づく開示から免除されることを規定
・重要インフラ保護プラグラム（Protected Critical Infrastructure Information）（行政手続き）

（重要インフラ・セクター（１６分野））
・重要インフラのセキュリティとレジリエンスに係る国家

大統領政策指令２１：重要インフラのセキュリティとレジリエンス

ダム 給水及び排水システム
ポリシーを確立するもの。

・重要インフラを指定。

・本指令の実施に取り組む国家インフラ防護計画

ダム 給水及び排水システム

科学 通信

重要物製造 防衛企業基盤
本指令の実施 取り組む国家イン ラ防護計画
（National Infrastructure Protection Plan）の策定を明記。

・国家インフラ防護計画（ダム分野）において、ダムに関
する技術的詳細情報及び工学的仕様書（Technical 

原子炉、核資材等 緊急サービス

情報技術 商業施設

財務サービス エネルギー
details and engineering specifications）は機密情報
とされている。

財務サ ネルギ

健康福祉 食料及び農業

運輸システム 政府施設

29※１）重要インフラ情報法（Critical Infrastructure Information Act of 2002）
※２）大統領政策指令２１（Presidental Policy Directive/PPD-21）

※重要インフラ：物理的、ヴァーチャルに関係なく米国にとって極めて重要なシステムもしくは資産で、これらが利用不能な状態もしくは破壊されて
しまった場合、安全保障、国家経済セキュリティ、国家公衆衛生・安全が弱体化してしまうほどインパクトを与えてしまうもの



米国における取組事例について（ASCE Report Cardについて）

○米国の土木学会では ４年に１度 インフラの状況を評価 ランク付けし 公表を行 ている

審査員30名以上が2,000以上の技術者から報告 連邦議会にアクションプランを提出。

○米国の土木学会では、４年に１度、インフラの状況を評価・ランク付けし、公表を行っている。

政策決定者や議会への情報提供による社会資

評価基準は以下の8項目：容量、状態、資金、

将来需要、運営・維持管理、安全性、強靱性、

をもとにして各インフラのグレードを決定。
マスメディアを用いた広報活動も積極的に実施。

本の充実を主目的としている。
（例：「今後５年間で１．６兆ドルが必要」など）

革新性

英国・豪州・南アフリカの各土木学会においても実施。

〔参考資料〕ASCE Report Card 2013、2007年度土木学会会長提言特別委員会報告書「わが国におけるインフラの現状と評価 インフラ国勢調査2007－体力測定と健康診断－」

▲ASCE Report Card 2013ホームページ（ http://www.infrastructurereportcard.org/a/#p/home）
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